
16

2
点
数
表
の
解
釈
／ 

D
P
C

／
レ
セ
プ
ト

試験
対策

経営
戦略

審査
点検

研修

介護

薬局

歯科

医科

学習用

実務者

入門者

情報
膨大

索引

WEB
連動

商品No.11216

歯科点数表の解釈

定価　本体 4,500円＋税／Ｂ５判約1,200頁
ISBN978-4-7894-1806-5 C3047 ￥4500E

歯科診療報酬の算定・請求に必要な情報を徹底網羅

●歯科の診療報酬の算定・請求に必要な情報を，実務上活用しやすいよう編集し，法令上の根拠とともに示しています。

●各審査機関にも長年使用されており, 高い信頼性を誇ります。

本書の構成（平成28年４月版の例）

歯科点数表編

歯科診療報酬点数表／疑義解釈資料（施設基準関連等，点数表内掲載になじまないQ&Aを一覧掲載）

※ このほか，関係する医科診療報酬点数表に加え，各種計画書や情報提供に係る様式などを収載。さらに，

特定保険医療材料（歯科材料）・入院時食事療養等に関する告示・通知も掲載

診療方針に

関する法令編

療養担当規則・施設基準・医療保険との調整など，点数表とは別に定められている重要な決まりごとも，も

ちろん網羅。電子請求関連・レセプトの記載要領を含め，請求・審査に必要な告示・通知等を体系的に収載

診療に関する

ガイドライン編

点数表の通知において参考することとされているガイドラインなど，実地診療上直接関係深い事項を採択し，

分類して収載

平成30年 4月版　　６月発刊予定

咬合力負担に耐えられるかどうかに関係なく，クラウンブリッジ維持

管理料の対象外となる。

（平28. 3.31「歯科」問41）

Ｍ015-2 ＣＡＤ／ＣＡＭ冠（$歯につ

き） 1,200点

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において，歯冠補綴物の設

計・製作に要するコンピュータ支

援設計・製造ユニット（歯科用Ｃ

ＡＤ／ＣＡＭ装置）を用いて，臼

歯に対して歯冠補綴物（全部被覆

冠に限る。）を設計・製作し，装

着した場合に限り算定する。

（ＣＡＤ／ＣＡＭ冠の保険医療材料料（$歯につき））

ＣＡＤ／ＣＡＭ冠用材料 382点

（平28.3. 4 保医発0304第!）

（ＣＡＤ／ＣＡＭ冠）

⑴ ＣＡＤ／ＣＡＭ冠とは，ＣＡＤ／ＣＡＭ冠用材料との互換性

が制限されない歯科用ＣＡＤ／ＣＡＭ装置を用いて，作業模型

で間接法により製作された歯冠補綴物をいう。 留

⑵ 大臼歯については，歯科用金属を原因とする金属アレルギー

を有する患者に限り算定できる。ただし，医科の保険医療機関

又は医科歯科併設の医療機関の医師との連携のうえで，診療情

報提供（診療情報提供料の様式に準じるもの）に基づく場合に

限る。 留

⑶ ＣＡＤ／ＣＡＭ冠を装着する場合は，次により算定する。

イ 歯冠形成を行った場合は，�歯につき，生活歯の場合は区

分番号Ｍ001に掲げる歯冠形成の「�のロ 非金属冠」及び

区分番号Ｍ001に掲げる「注%」の加算を，失活歯の場合は

区分番号Ｍ001に掲げる歯冠形成の「&のロ 非金属冠」及

び区分番号Ｍ001に掲げる歯冠形成の「注'」の加算を算定

する。

ロ 印象採得を行った場合は，�歯につき，区分番号Ｍ003に

掲げる印象採得の「�のロ 連合印象」を算定する。

ハ 装着した場合は，�歯につき区分番号Ｍ005に掲げる装着

の「� 歯冠修復」，区分番号Ｍ005に掲げる装着の「注�」

の加算及び特定保険医療材料料を算定する。 留

⑷ 特定保険医療材料料は別に算定する。 留

歯
冠
修
復

欠
損
補
綴

により歯冠修復を行った場合は所定点数により算定する。ただ

し，医科の保険医療機関又は医科歯科併設の医療機関の医師と

の連携のうえで，診療情報提供（診療情報提供料の様式に準じ

るもの）に基づく場合に限る。 留

⑷ 歯冠用強化ポリサルホン樹脂を用いて歯科射出成形樹脂（歯

冠用）とともに二層成形を行った場合は，硬質レジンジャケッ

ト冠により算定する。 留

⑸ ⑵にかかわらず，後継永久歯が先天的に欠如している乳歯に

対して硬質レジンジャケット冠により歯冠修復を行った場合は

390 第12部 歯冠修復及び欠損補綴

第�節 再 診 料

区分

Ａ002 再診料

" 歯科再診料 45点

# 地域歯科診療支援病院歯科再診

（再診料）

⑴ 再診料は，再診の都度（同日において#以上の再診があって

もその都度）算定する。ただし，#以上の傷病について同時に

答 別に厚生労働大臣が定める歯科診療特別対応連携加算及び地域歯科

診療支援病院入院加算に係る施設基準に適合するものとして地方厚生

（支）局長に届け出た保険医療機関において，外来において初診行為を

行い，必要があって即日入院した場合，算定要件を満たす患者であれ

ば，歯科診療特別対応連携加算と地域歯科診療支援病院入院加算を併

せて算定することができる。

（平22. 3.29「歯科」問�）

問 平成22年度歯科診療報酬改定において新たに新設された歯科診療特

別対応連携加算は，当該加算の趣旨からも，当該加算の施設基準を満

たすものとして届出た保険医療機関の施設内において外来診療を行っ

た場合が対象となると考えてよいか。

答 そのとおり。

（平22. 4.30「歯科」問!）

問 紹介元である保険医療機関からの診療情報提供料に定める様式に基

28 第１章 基本診療料（再診料)

基
本
診
療
料

料 72点

注� �については，保険医療機関

において再診を行った場合に算

定する。

! !については，区分番号Ａ

000に掲げる初診料の注!に規

定する別に厚生労働大臣が定め

る施設基準に適合しているもの

として地方厚生局長等に届け出

た病院である保険医療機関にお

いて，再診を行った場合に算定

する。この場合において，�の

歯科再診料は算定できない。

再診を行った場合は，�日につき�回を限度として算定する。

留

⑵ Ａ傷病について診療継続中の患者が，Ｂ傷病に罹り，Ｂ傷病

について初診があった場合は，再診料を算定する。 留

⑶ 歯冠修復又は欠損補綴において，一連の行為のために同日に

!以上の再診を行った場合の再診料は，�回の算定とする。留

⑷ その他初診料と共通の項目は，区分番号Ａ000に掲げる初診

料と同様であり，医科と共通の項目は，医科点数表の第�章第

�部第!節区分番号Ａ001に掲げる再診料の例により算定する。

留

（療養補償給付との関係）〈医科〉

◇ 健康保険法（大正11年法律第70号）における療養の給付又は

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）にお

ける療養の給付と労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50

号）における療養補償給付を同時に受けている場合の再診料

（外来診療料を含む。）は，主たる疾病の再診料（外来診療料を

含む。）として算定する。なお，入院料及び往診料〔編注；歯

科訪問診療料〕は，当該入院あるいは往診を必要とした疾病に

係るものとして算定する。 留

■再診料に関する事務連絡

○ Ａ000（■初診料等に関する事務連絡）を参照。

" #歳未満の乳幼児に対して再

診を行った場合は，10点を所定

点数に加算する。ただし，注#

に規定する加算を算定する場合

を除く。

$ 著しく歯科診療が困難な者に

対して再診を行った場合は，

175点を所定点数に加算する。

（歯科診療特別対応加算）

◇ 「注$」の「著しく歯科診療が困難な者」とは，次に掲げる

状態又はこれらに準ずる状態をいう。なお，歯科診療特別対応

加算を算定した日は，患者の状態を診療録に記載する。

イ 脳性麻痺等で身体の不随意運動や緊張が強く体幹の安定が

得られない状態

ロ 知的発達障害により開口保持ができない状態や治療の目的

が理解できず治療に協力が得られない状態

ハ 重症の喘息患者で頻繁に治療の中断が必要な状態

ニ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意志疎通の困

（ＣＡＤ／ＣＡＭ冠の施設基準）

○ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は，巻末の法令編「特掲

診療料の施設基準等」（平成20年�月厚生労働省告示第63号）

の第十三の二の「一の二」を参照。

■ＣＡＤ／ＣＡＭ冠に関する事務連絡

問 保険医療機関が，医療機器として届け出たＣＡＤを設置しているＡ

歯科技工所及び医療機器として届け出たＣＡＭを設置しているＢ歯科

技工所に対して連携が確保されている場合は，当該技術に係る施設基

準を満たしていると考えてよいか。

答 そのとおり。この場合は，届出様式の備考欄にＣＡＤを設置してい

る歯科技工所名及びＣＡＭを設置している歯科技工所名がそれぞれ分

かるように記載（例：○○歯科技工所（ＣＡＤ装置））し，当該療養に

係る歯科技工士名を記載する。

（平26. 3.31「歯科」問21）

問 互換性が制限されない歯科用ＣＡＤ／ＣＡＭ装置とは，ＣＡＤ／Ｃ

ＡＭ冠用材料装着部の変更又は加工プログラムの改修（追加，変更）

により，複数企業のＣＡＤ／ＣＡＭ冠用材料に対応できる装置も対象

になると考えてよいか。

30

左欄には歯科点数表告示等を原文の流れにそって掲載。

右欄には，左欄に対応する点数表告示以外の告示や通

知，事務連絡（疑義解釈）等を適宜掲載

出典が分かるよう，発簡番号を併記。

いわゆる点数表にかかる留意事項通知

については留の記号により表示

疑義解釈資料について

は，右欄の項目の頭に

■印を付した上で，書

体を変えて掲載（施設

基準等に関連する事務

連絡については，「歯

科診療報酬等の疑義解

釈資料」として歯科診

療報酬点数表の後ろに

まとめて別掲）

参照箇所の案内など編集上挿入

したものについては，右欄項目

の頭に◯印を付して掲載

医科点数表告示及びその

解釈通知を掲載する場合

は，〔編注；　〕あるいは〈医

科〉と明示して掲載。また，

〔　〕内に歯科点数表の参

照部分を記載
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第�節 調剤技術料

⑴ 調剤基本料

(問�) 妥結率に規定する「当該保険医療機関又は保険薬局において購入された使用

薬剤の薬価（薬価基準）（平成20年厚生労働省告示第495号）に収載されている

医療用医薬品の薬価総額」の購入元の対象については，そもそも妥結率の報告

が，薬価調査において障害となる妥結率が低い保険医療機関や保険薬局の評価

の適正化を目的としたものであり，薬価調査において対象としていない，卸売

販売業者（薬事法（昭和35年法律第145号）第34条第�項に規定する卸売販売

業者をいう。）以外との取引価格の妥結状況の報告を求めることは想定されて

いないことから，卸売販売業者のみと理解してよいか。

(答) 貴見のとおり。

なお，医薬品メーカー等から直接医薬品を購入する場合も想定されるが，その場合

においても，当該メーカー等が卸売販売業の許可を取得している場合は購入元の対象

となることに留意されたい。 （平26. 9. 5 医療課事務連絡「調剤」問!）

(問") 同一グループ内の処方せん受付回数の合計が!月に"万回を超えるグループ

が新規に開設した保険薬局については，新規指定時における調剤基本料の施設

基準の届出時には同一グループ内の処方せん受付回数が!月に"万回を超える

グループに属しているものとして取り扱うことでよいか。

(答) 貴見のとおり。 （平28. 3.31 医療課事務連絡「調剤」問!）

(問#) 新規に指定された保険薬局（遡及指定が認められる場合を除く。）が，新規

指定時に調剤基本料の施設基準を届出後，一定期間を経て，処方せん受付回数

の実績の判定をした際に，算定している調剤基本料の区分が変わらない場合

は，施設基準を改めて届け出る必要はないと考えてよいか。

(答) 貴見のとおり。

なお，新規指定時に届け出た調剤基本料の区分から変更になった場合は速やかに届

け出ること。 （平28. 3.31 医療課事務連絡「調剤」問#）

調剤報酬点数表の取扱い 89
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01 調剤料 （調剤料）

◇ 調剤料は，調剤の内容を内服薬（浸煎薬及び湯薬を除く｡)，屯服

薬，浸煎薬，湯薬，注射薬，外用薬の�つに区分して算定する。内服

薬は!剤を!単位とし，"剤分を限度として，14日分以下の場合は出

来高制，15日分以上の場合は定額制の点数である。すなわち，#日目

までは!剤!日分が$点，%日目から14日目までは!剤!日分が&点

の出来高制，15日分以上21日分以下は!剤70点，22日分以上30日分以

下は!剤80点，31日分以上は!剤87点の定額制である。ただし，内服

薬のうち，内服用滴剤については，!調剤を!単位とし，!単位につ

き10点である。屯服薬は，!回の処方せん受付につき，剤数にかかわ

らず21点，浸煎薬は，!調剤を!単位とし，"調剤を限度に!単位に

つき190点である。湯薬は，!調剤を!単位とし，"調剤を限度に#

日分以下は190点，%日分以上28日分以下は#日目以下190点で%日目

以上は!日分につき10点，29日分以上は400点である。注射薬は，!

回の処方せん受付につき，調剤数にかかわらず26点，そして外用薬

は，!調剤を!単位とし，"調剤を限度として，!単位につき10点で

ある。

なお，内服薬，浸煎薬，湯薬のいずれかを同時に調剤した場合に

は，合わせて算定する調剤料の限度に留意する必要がある（後述）。

! 内服薬（浸煎薬及び湯薬を除く。

（!剤につき））

イ 14日分以下の場合

⑴ #日目以下の部分（!日分に

つき） �点

⑵ %日目以上の部分（!日分に

つき） !点

ロ 15日分以上21日分以下の場合

70点

ハ 22日分以上30日分以下の場合

80点

ニ 31日分以上の場合 87点

注! 服用時点が同一であるものに

ついては，投与日数にかかわら

ず，!剤として算定する。な

お，&剤分以上の部分について

（内服薬）

⑴ 内服薬（浸煎薬及び湯薬を除く。以下同じ。）の調剤料については，

内服用滴剤とそれ以外の内服薬とは所定単位及び所定点数が異なる。

（内服用滴剤は「区分番号01」の「注!」による。） 留

⑵ 内服薬（内服用滴剤以外のもの）についての調剤料及び薬剤料の算

定はそれぞれ「!剤」及び「!剤!日分」を所定単位とし，内服用滴

剤についての調剤料及び薬剤料は「!調剤」を所定単位として算定す

るが，この場合の「!剤」とは，調剤料の算定の上で適切なものとし

て認められる単位をいうものであり，次の点に留意する。

) !回の処方において，*種類以上の薬剤を調剤する場合には，そ

れぞれの内服薬を個別の薬包等に調剤しても，服用時点が同一であ

るものについては，!剤として算定する。

+ 服用時点が同一である薬剤については，投与日数にかかわらず!

剤として算定する。

, )及び+における「服用時点が同一である」とは，*種類以上の

36 第�節 調剤技術料
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定価　本体3,800円＋税／Ｂ５判約1,000頁
ISBN978-4-7894-1705-1 C3047 ￥3800E

保険調剤のすべてをこの一冊に網羅

●調剤報酬の算定・請求に必要な情報を，実務上活用しやすいよう編集し，法令上の根拠とともに明示しました。

●調剤報酬点数表のほか，関連するＱ＆Ａやレセプト記載要領も掲載，調剤薬局のニーズに対応しています。

●医療機関の薬剤部でも有効にご活用いただけるよう，「薬剤使用に関する保険診療上の取扱い通知」や

　「点数表の解釈」（医科・歯科）の薬剤関連部分も掲載しました。

本書の構成（平成28年４月版の例）

調剤報酬点数表編
通則／第１節 調剤技術料／第２節 薬学管理料／第３節 薬剤料／

第４節 特定保険医療材料料／第５節 経過措置

疑義解釈編 調剤報酬点数表の取扱い／薬剤使用に関する保険診療上の取扱い

薬剤使用に関する

点数表の解釈編
医科点数表（抄）／歯科点数表（抄）

関係法規・通知編
1. 療養担当規則／2. 使用医薬品・保険外併用療養費等／3. 施設基準／4. 記載要領等／

5. 処方せん・調剤録等／6. 薬局機能等／7. 麻薬等の取扱い／8. 介護保険との調整

索引 すべてを網羅した豊富な50音索引

点数表は，告示を左欄に，

対応する通知や解説など

を右欄に掲載

点数表の内容を

Ｑ＆Ａ形式で補足




